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は
じ
め
に

　

最
低
賃
金
法
は
2
0
0
7
年
の
第
1
 

6
8
臨
時
国
会
で
概
ね
40
年
ぶ
り
に
改

正
、
翌
2
0
0
8
年
7
月
よ
り
施
行
さ

れ
て
い
る
。
地
域
別
最
低
賃
金
の
水
準

は
、
改
正
最
低
賃
金
法
の
趣
旨
を
踏
ま

え
、
そ
の
意
義
と
役
割
に
照
ら
し
て
さ

ら
に
実
効
性
を
高
め
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
お
り
、
漸
次
改
善
が
は
か
ら
れ
つ

つ
あ
る
。
ち
な
み
に
地
域
別
最
低
賃
金

の
改
善
傾
向
は
最
低
賃
金
法
改
正
年
の

2
0
0
7
年
度
か
ら
顕
著
に
み
ら
れ
、

全
国
加
重
平
均
で
は
前
年
の
2
0
0
6

年
水
準
に
比
し
て
直
近
の
2
0
1
5
年

ま
で
の
9
年
間
で
1
2
5
円（
18
・
6
％
）

上
昇
し
た
こ
と
に
な
る
。
一
方
、
1
 
9
 

8
6
年
の
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
答
申

を
受
け
、
当
該
産
業
労
使
の
主
体
的
取

り
組
み
に
よ
っ
て
創
設
さ
れ
、
以
降
、

特
定（
産
業
別
）最
低
賃
金
の
役
割
と

取
り
組
み
課
題

継
続
的
な
取
り
組
み
に
よ
り
毎
年
金
額

改
正
が
行
わ
れ
て
い
る
特
定
（
産
業
別
）

最
低
賃
金
の
取
り
組
み
も
変
革
期
を
迎

え
て
お
り
、
制
度
の
継
承
・
発
展
の
た
め

に
改
革
的
な
視
点
で
の
取
り
組
み
強
化

が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

　

本
稿
で
は
日
本
に
お
け
る
最
低
賃
金

制
度
の
沿
革
と
金
属
産
業
に
お
け
る
産

業
別
最
低
賃
金
創
設
な
ど
こ
れ
ま
で
の

取
り
組
み
を
振
り
返
り
つ
つ
、
特
定
（
産

業
別
）
最
低
賃
金
を
中
心
に
そ
の
役
割
や

意
義
、
そ
し
て
今
後
の
取
り
組
み
課
題

に
つ
い
て
考
察
し
て
み
た
い
。

最
低
賃
金
制
の
沿
革
と

改
正
最
低
賃
金
法

　

日
本
に
お
け
る
最
低
賃
金
制
度
は
、
1
 

9
5
9
年
に
最
低
賃
金
法
が
制
定
さ
れ

て
以
降
、
一
定
の
節
目
ご
と
に
変
革
を
と

げ
な
が
ら
今
日
新
た
な
段
階
を
迎
え
て

い
る
。
あ
え
て
主
観
的
な
区
分
を
す
れ
ば

今
日
が
第
5
期
目
の
変
革
期
と
も
い
え

よ
う
。

　

第
１
期
は
、
1
9
5
9
年
の
最
低
賃
金

法
制
定
以
降
の
業
者
間
協
定
方
式
の
時

代
で
あ
る
。

　

1
9
4
7
年
に
労
働
基
準
法
が
制
定

さ
れ
た
が
、
以
後
当
分
の
間
、
最
低
賃
金

制
度
と
し
て
確
立
す
る
ま
で
に
は
至
ら
な

か
っ
た
。
日
本
に
お
け
る
最
低
賃
金
制
度

の
確
立
は
、
1
9
5
9
年
に
最
低
賃
金
法

が
制
定
さ
れ
て
以
降
と
な
る
。
こ
の
最
低

賃
金
法
の
規
定
で
は
、

①
業
者
間
協
定
に
基
づ
く
最
低
賃
金
、

②
業
者
間
協
定
を
地
域
的
に
拡
張
適
用

し
た
最
低
賃
金
、

③
労
働
協
約
に
基
づ
く
拡
張
適
用
の
最

低
賃
金
、

④
審
議
会
の
調
査
審
議
に
基
づ
く
最
低

賃
金

加
藤　

昇

元
電
機
連
合
中
央
執
行
委
員
・

元
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
委
員

特
集
2

−

1

の
4
つ
の
方
式
が
定
め
ら
れ
て
い
た
が
、

以
後
設
定
さ
れ
た
最
低
賃
金
は
①
と
②
、

す
な
わ
ち
業
者
間
協
定
方
式
が
中
心
で

あ
っ
た
。
地
域
ご
と
の
業
界
団
体
が
定
め

た
初
任
給
や
最
低
賃
金
を
当
該
業
種
・
地

域
の
法
定
最
低
賃
金
と
し
て
確
立
し
て
い

っ
た
の
で
あ
る
。
な
お
、
当
時
の
労
働
組

合
は
最
低
賃
金
の
適
用
を
受
け
る
一
方
の

当
事
者
で
あ
る
労
働
者
が
参
加
し
な
い
、

い
わ
ば
使
用
者
側
だ
け
の
意
思
で
決
定
さ

れ
る
こ
の
方
式
に
強
く
反
対
を
し
て
い
た

こ
と
を
付
記
し
て
お
く
。

　

第
2
期
は
、
1
9
6
8
年
の
法
改
正
に

よ
る
審
議
会
方
式
に
基
づ
く
最
低
賃
金

制
の
時
代
で
、
こ
の
時
期
に
当
初
先
行
し

て
設
定
さ
れ
て
き
た
産
業
別
最
低
賃
金
と

併
存
す
る
形
で
、
今
日
の
地
域
別
最
低
賃

金
が
誕
生
し
て
い
る
。

　

1
9
6
8
年
に
最
低
賃
金
法
が
改
正
、

改
正
法
で
第
１
期
の
業
者
間
協
定
方
式
が
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廃
止
さ
れ
、
公
労
使
三
者
構
成
に
よ
る
最

低
賃
金
審
議
会
で
審
議
の
う
え
決
定
す

る
、
い
わ
ば
今
日
の
審
議
会
方
式
を
中
心

と
し
た
決
定
に
改
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ

た
。
こ
の
1
9
6
8
年
改
正
最
低
賃
金

法
に
基
づ
く
最
低
賃
金
の
設
定
は
、当
初
、

業
者
間
協
定
方
式
の
経
験
も
活
か
し
な

が
ら
、
ま
ず
産
業
別
最
低
賃
金
か
ら
ス
タ

ー
ト
し
た
の
で
あ
る
。
な
お
、
1
9
7
0

年
に
こ
の
改
正
最
低
賃
金
法
に
沿
っ
て
最

低
賃
金
の
普
及
を
は
か
る
こ
と
を
目
的

に
、労
働
省
（
現
厚
生
労
働
省
）
は
、産
業
、

地
域
ご
と
に
年
次
計
画
を
策
定
し
、
最

低
賃
金
の
全
国
・
全
労
働
者
適
用
を
め
ざ

し
て
取
り
組
む
こ
と
と
し
た
。
1
9
7
0

年
の
段
階
で
は
先
行
し
た
産
業
別
最
低
賃

金
は
3
7
7
件
、
地
域
別
最
低
賃
金
は

ゼ
ロ
だ
っ
た
が
、
年
次
計
画
の
最
終
年
度

で
あ
る
1
9
7
5
年
度
末
に
は
地
域
別

最
低
賃
金
が
47
都
道
府
県
全
て
に
設
定

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
中
で
産
業

別
最
低
賃
金
は
、
全
て
の
金
属
産
業
（
鉄

鋼
、
輸
送
用
機
械
、
電
気
機
械
、
一
般
機

械
、
精
密
機
械
な
ど
）
を
一
つ
の
最
低
賃

金
の
く
く
り
と
し
た
「
機
械
金
属
製
品
等

製
造
業
最
低
賃
金
」
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う

に
、
適
用
業
種
（
産
業
）
を
大
く
く
り
に

す
る
こ
と
で
、
適
用
労
働
者
を
拡
げ
て
い

く
方
法
が
と
ら
れ
た
。
そ
し
て
、
こ
の
産

上
程
し
た
。
こ
の
法
案
は
可
決
さ
れ
ず
、

「
今
後
の
最
低
賃
金
制
の
あ
り
方
」
は
中

央
最
低
賃
金
審
議
会
で
の
審
議
に
委
ね

ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
中
央
最
低
賃
金

審
議
会
は
2
年
7
か
月
に
も
及
ぶ
審
議

の
結
果
答
申
を
ま
と
め
た
。
こ
の
答
申
の

中
で
「
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
が
地
域
別

最
低
賃
金
の
改
定
に
あ
た
っ
て
引
き
上
げ

額
の
目
安
を
提
示
す
る
」
こ
と
が
示
さ
れ

て
い
る
。
こ
う
し
て
、
い
わ
ゆ
る
＂
中
賃

目
安
方
式
＂
は
1
9
7
8
年
度
よ
り
始

ま
り
今
日
に
至
っ
て
い
る
。
併
せ
て
、
こ

の
時
期
に
第
２
期
で
課
題
と
し
て
浮
き
彫

り
に
な
っ
た
産
業
別
最
低
賃
金
の
役
割
と

今
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の
検
討
が
行
わ

れ
て
い
る
。

　

第
4
期
は
、
こ
う
し
て
検
討
さ
れ
て

き
た
産
業
別
最
低
賃
金
の
役
割
と
あ
り

方
に
つ
い
て
、
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
に

お
け
る
1
9
8
1
年
答
申
（「
最
低
賃
金

額
の
決
定
の
前
提
と
な
る
基
本
的
事
項

に
関
す
る
考
え
方
」）
お
よ
び
同
審
議
会

1
9
8
2
年
答
申
（「
新
し
い
産
業
別
最

低
賃
金
の
運
用
方
針
に
つ
い
て
」）
を
踏

ま
え
、
最
終
的
に
ま
と
め
ら
れ
た
同
審
議

会
の
1
9
8
6
年
答
申
（「
現
行
産
業
別

最
低
賃
金
の
廃
止
及
び
新
産
業
別
最
低

賃
金
へ
の
転
換
等
に
つ
い
て
」）
に
基
づ

き
、
労
働
組
合
の
主
体
的
な
取
り
組
み
に

よ
っ
て
展
開
さ
れ
た
新
産
業
別
最
低
賃
金

創
設
の
時
代
で
あ
る
。

　

長
期
に
亘
っ
て
中
央
最
低
賃
金
審
議
会

で
産
業
別
最
低
賃
金
の
あ
り
方
に
つ
い

て
審
議
が
行
わ
れ
、
1
9
8
6
年
2
月

に
、
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
答
申
が
出
さ

れ
た
。
こ
の
答
申
に
基
づ
き
、
産
業
別
最

低
賃
金
は
関
係
労
使
の
一
定
の
要
件
を

満
た
し
た
「
申
出
」
と
「
小
く
く
り
の
産

業
」
を
基
本
と
し
て
、「
基
幹
的
労
働
者
」

に
適
用
さ
れ
る
制
度
へ
と
姿
を
変
え
て
、

新
た
な
展
開
を
は
か
る
こ
と
に
な
っ
た
の

で
あ
る
。
そ
こ
で
、
当
時
の
金
属
産
業
の

労
働
組
合
や
現
在
の
Ｕ
Ａ
ゼ
ン
セ
ン
、
そ

の
他
の
関
係
産
別
な
ど
当
該
産
業
の
労

働
組
合
は
、
新
産
業
別
最
低
賃
金
［
わ

れ
わ
れ
が
取
り
組
ん
で
い
る
現
在
の
特

定
（
産
業
別
）
最
低
賃
金
の
こ
と
］
を
創

設
す
べ
く
新
た
な
取
り
組
み
を
積
極
的
に

推
進
し
た
の
で
あ
る
。

　

そ
し
て
第
5
期
は
、
今
日
の
改
正
最
低

賃
金
法
を
踏
ま
え
た
よ
り
実
効
性
の
高
い

最
低
賃
金
に
向
け
た
新
た
な
展
開
を
は
か

る
時
代
の
到
来
だ
と
い
え
よ
う
。

改
正
最
低
賃
金
法
の

改
正
ポ
イ
ン
ト
と
検
討
過
程

　

最
低
賃
金
法
は
1
9
6
8
年
の
改
正

以
来
40
年
ぶ
り
に
改
正
さ
れ
、
2
0
0
8

業
別
最
低
賃
金
の
決
定
も
地
域
別
最
低

賃
金
同
様
に
行
政（
地
方
労
働
基
準
局
長
）

の
諮
問
に
基
づ
い
て
審
議
す
る
、
い
わ
ゆ

る
行
政
主
導
型
の
決
定
方
式
で
あ
り
、
そ

の
適
用
対
象
も
当
該
産
業
の
全
て
の
労
働

者
と
し
て
い
た
。
こ
う
し
て
、
以
降
、
行

政
主
導
型
に
よ
る
決
定
で
、
か
つ
、
適
用

対
象
労
働
者
な
ど
決
定
内
容
を
同
一
と
す

る
「
産
業
別
最
低
賃
金
」
と
「
地
域
別
最

低
賃
金
」
の
二
つ
の
最
低
賃
金
が
並
存
す

る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

こ
う
し
た
中
で
、
地
域
別
最
低
賃
金
と

産
業
別
最
低
賃
金
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
と

機
能
の
あ
り
方
な
ど
に
つ
い
て
抜
本
的
な

見
直
し
や
改
善
に
つ
い
て
の
検
討
が
求
め

ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

　

第
3
期
は
、
1
9
7
8
年
か
ら
の
中
賃

目
安
方
式
（
都
道
府
県
毎
の
地
方
最
低
賃

金
審
議
会
で
審
議
す
る
地
域
別
最
低
賃

金
の
改
定
に
あ
た
っ
て
、
中
央
最
低
賃
金

審
議
会
が
そ
の
引
き
上
げ
額
の
目
安
を
示

す
方
式
）
の
ス
タ
ー
ト
と
産
業
別
最
低
賃

金
の
今
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の
検
討
の

時
代
で
あ
る
。

　

1
9
7
5
年
に
、
当
時
の
労
働
4
団

体
（
総
評
、
同
盟
、
中
立
労
連
、
新
産
別
）

が
統
一
要
求
し
、
当
時
の
社
会
・
共
産
・

公
明
・
民
社
の
４
野
党
が
「
全
国
一
律
最

低
賃
金
制
」
を
共
同
法
案
と
し
て
国
会
に
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年
7
月
よ
り
施
行
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
改
正
最
低
賃
金
法
の
主
な
改
正
内

容
を
列
挙
す
る
と
、【
地
域
別
最
低
賃
金
】

に
つ
い
て
は
、「
地
域
別
最
低
賃
金
が
全

て
の
労
働
者
の
賃
金
の
最
低
限
を
保
障

す
る
安
全
網
と
し
て
十
全
に
機
能
す
る

よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
の
観
点
か

ら
、
地
域
別
最
低
賃
金
の
決
定
基
準
の

一
つ
で
あ
る
「
地
域
に
お
け
る
労
働
者
の

生
計
費
」
に
関
し
て
、「
労
働
者
が
健
康

で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
を
営
む

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
生
活
保
護
に
係
る

施
策
と
の
整
合
性
に
配
慮
す
る
」
よ
う

決
定
基
準
を
明
確
に
し
、
加
え
て
そ
の

実
効
性
を
高
め
る
観
点
か
ら
地
域
別
最

低
賃
金
の
不
払
い
に
係
る
罰
金
額
を
上

限
50
万
円
（
改
正
前
は
2
万
円
）
に
引
き

上
げ
た
こ
と
、
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
一

方
、【
特
定
（
産
業
別
）
最
低
賃
金
】
に

つ
い
て
は
、民
事
的
な
ル
ー
ル
（
民
事
効
）

に
改
め
ら
れ
た
も
の
の
、
制
度
の
枠
組
み

と
そ
の
運
用
方
針
に
つ
い
て
は
現
行
制

度
の
ま
ま
継
承
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

そ
も
そ
も
今
回
の
最
低
賃
金
法
改
正

論
議
に
至
る
契
機
の
一
つ
は
、
2
0
0
3

年
12
月
に
政
府
の
「
総
合
規
制
改
革
会

議
」
が
「
産
業
別
に
異
な
る
最
低
賃
金
を

設
定
す
る
意
義
は
乏
し
い
、
そ
の
あ
り
方

を
速
や
か
に
検
討
す
べ
き
」
と
す
る
産
業

別
最
低
賃
金
の
廃
止
を
意
図
す
る
考
え

方
を
規
制
改
革
答
申
の
中
に
も
り
こ
み
、

こ
れ
を
受
け
た
当
時
の
内
閣
が
同
内
容
を

含
む
「
規
制
改
革
民
間
開
放
推
進
3
カ
年

計
画
」
を
閣
議
決
定
し
た
こ
と
に
端
を
発

す
る
。
こ
う
し
た
経
緯
を
踏
ま
え
設
置
さ

れ
た
学
識
経
験
者
に
よ
る
「
最
低
賃
金
の

あ
り
方
に
関
す
る
研
究
会
」
で
の
検
討
を

経
て
、
そ
の
後
設
置
さ
れ
た
審
議
会
（
労

働
政
策
審
議
会
・
最
低
賃
金
部
会
）
で
１

年
半
・
延
べ
19
回
に
も
及
ぶ
審
議
を
重
ね
、

「
今
後
の
最
低
賃
金
制
度
の
あ
り
方
」
と

題
す
る
答
申
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
、
40
年

ぶ
り
の
最
低
賃
金
法
改
正
に
繋
が
っ
た
の

で
あ
る
。

　

な
お
、
こ
う
し
た
一
連
の
検
討
経
過
に

お
い
て
は
、
産
業
別
最
低
賃
金
を
廃
止
す

べ
き
と
す
る
意
見
と
労
働
者
側
が
強
く
主

張
し
た
継
承
・
発
展
さ
せ
る
べ
き
と
の
意

見
が
真
っ
向
か
ら
対
立
す
る
な
ど
、
大
変

厳
し
い
審
議
が
続
い
た
こ
と
に
つ
い
て
も

付
記
し
て
お
き
た
い
。

金
属
産
業
に
お
け
る

産
業
別
最
低
賃
金
の
取
り
組
み

（
取
り
組
み
体
制
の
沿
革
）

　

1
9
8
6
年
の
中
央
最
低
賃
金
審
議

会
答
申
を
踏
ま
え
、
新
産
業
別
最
低
賃

金
創
設
へ
の
取
り
組
み
が
ス
タ
ー
ト
し
た

1
9
8
6
年
に
電
機
労
連
・
全
金
同
盟
・

全
国
金
属
・
全
機
金
・
鉄
鋼
労
連
・
造
船

重
機
労
連
・
自
動
車
総
連
・
全
電
線
の
８

産
別
と
金
属
労
協
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ

－

Ｊ
Ｃ
）
事

務
局
に
よ
る
「
機
械
金
属
関
係
単
産
最

賃
連
絡
会
議
」（
略
称
：
金
属
最
賃
会
議
）

を
設
置
し
、
新
産
業
別
最
低
賃
金
創
設
の

た
め
の
共
同
し
た
取
り
組
み
を
展
開
す
る

こ
と
と
な
っ
た
。こ
の
金
属
最
賃
会
議
は
、

そ
の
後
、
非
鉄
金
属
関
連
産
別
（
資
源
労

連
、
非
鉄
金
属
労
連
）
を
構
成
組
織
に
加

え
る
中
で
、
金
属
産
業
に
新
産
業
別
最

低
賃
金
を
創
設
す
る
た
め
の
様
々
な
共

同
行
動
（
企
業
毎
の
産
業
分
類
調
査
の

実
施
、
企
業
内
最
低
賃
金
協
定
の
締
結

促
進
、
最
低
賃
金
創
設
の
必
要
性
に
関
す

る
単
組
や
支
部
レ
ベ
ル
に
お
け
る
機
関
決

議
の
推
進
、
な
ど
）
を
行
う
と
と
も
に
、

統
一
し
た
対
応
方
針
に
基
づ
き
取
り
組
み

を
進
め
て
き
た
。
こ
の
金
属
最
賃
会
議
の

活
動
は
、
2
0
0
2
年
9
月
に
結
成
さ

れ
た
「
Ｉ
Ｍ
Ｆ

－

Ｊ
Ｃ
最
賃
セ
ン
タ
ー
」

へ
と
引
き
継
が
れ
、
そ
の
後
、
今
日
の
取

り
組
み
体
制
に
至
っ
て
い
る
。

特
定
（
産
業
別
）最
低
賃
金
の

役
割
と
取
り
組
み
課
題

　

改
正
最
低
賃
金
法
を
踏
ま
え
、
大
き
な

変
革
期
を
迎
え
て
い
る
わ
が
国
の
最
低
賃

金
制
と
り
わ
け
特
定
（
産
業
別
）
最
低
賃

金
を
中
心
に
今
日
的
な
役
割
と
課
題
に
つ

い
て
考
察
し
て
お
こ
う
。

　

何
よ
り
も
最
低
賃
金
の
実
効
性
を
高

め
る
う
え
で
は
、
最
低
賃
金
決
定
を
社
会

的
な
賃
金
決
定
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
中
に
し
っ

か
り
と
位
置
づ
け
て
お
く
必
要
が
あ
る
と

考
え
る
。
改
正
最
低
賃
金
法
第
９
条
「
地

域
別
最
低
賃
金
の
原
則
」
で
は
、「
最
低

賃
金
は
地
域
に
お
け
る
労
働
者
の
生
計
費

お
よ
び
賃
金
な
ら
び
に
通
常
の
事
業
の
賃

金
支
払
能
力
を
考
慮
し
て
定
め
ら
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
」
と
あ
る
が
、
こ
う
し
た

原
則
は
、
最
低
賃
金
だ
け
で
な
く
、
春
闘

な
ど
に
つ
い
て
も
当
然
あ
て
は
ま
る
こ
と

で
あ
っ
て
、
い
わ
ば
賃
金
の
決
定
要
素
を

定
義
し
た
も
の
と
も
い
え
る
。
社
会
保
障

と
の
整
合
性
な
ど
最
低
賃
金
が
持
つ
社
会

政
策
的
な
役
割
の
重
要
性
を
認
識
し
つ
つ

も
、
最
低
賃
金
は
賃
金
の
最
低
規
制
、
セ

ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
を
定
め
た
も
の
で
あ

り
、
そ
う
し
た
観
点
か
ら
勤
労
者
の
実
態

賃
金
を
検
証
し
つ
つ
、
社
会
的
な
賃
金
決

定
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
中
に
し
っ
か
り
と
位
置

づ
け
て
考
え
る
こ
と
が
な
に
よ
り
も
重
要

だ
と
い
え
る
。
一
般
賃
金
の
決
定
が
最
低

賃
金
に
影
響
を
与
え
、
最
低
賃
金
が
一
般

賃
金
に
影
響
を
及
ぼ
す
と
い
っ
た
メ
カ
ニ

ズ
ム
を
形
成
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
よ
り
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実
効
性
の
高
い
（
影
響
力
の
あ
る
）
最
低

賃
金
の
確
立
に
結
び
つ
け
る
こ
と
が
で
き

る
と
い
え
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
よ
り
実

態
賃
金
を
尺
度
と
し
た
水
準
論
議
が
基

軸
と
な
る
様
な
展
開
が
求
め
ら
れ
る
。
特

定
（
産
業
別
）
最
低
賃
金
の
場
合
は
、
賃

金
交
渉
に
よ
る
企
業
内
最
低
賃
金
や
年

齢
別
最
低
賃
金
、
初
任
給
水
準
の
改
定

結
果
を
特
定
（
産
業
別
）
最
低
賃
金
の
金

額
決
定
に
直
接
結
び
つ
け
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
よ
り
具
体
的
な
賃
金
決
定
メ
カ
ニ
ズ

ム
を
構
築
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

　

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
は
産
業
別
労
働
組
合

が
労
働
組
合
組
織
の
基
本
形
態
で
あ
り
、

産
業
別
に
締
結
し
た
最
低
賃
金
を
含
む

労
働
協
約
と
、
そ
の
社
会
的
な
拡
張
適
用

の
仕
組
み
や
慣
行
に
よ
っ
て
、
賃
金
水
準

が
社
会
的
な
拡
が
り
を
持
っ
て
形
成
さ
れ

て
い
る
が
、
日
本
の
場
合
は
企
業
別
労
働

組
合
が
基
本
形
態
で
あ
り
、
賃
金
決
定
が

企
業
内
を
枠
組
み
と
し
て
い
る
た
め
、
賃

金
決
定
の
社
会
的
拡
が
り
と
い
う
点
で
は

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
比
べ
て
希
薄
だ
と
い
わ
れ

て
い
る
。

　

そ
う
し
た
中
で
特
定
（
産
業
別
）
最
低

賃
金
は
、
わ
が
国
で
は
稀
有
な
企
業
の
枠

を
超
え
た
「
労
使
参
加
型
の
社
会
的
賃
金

決
定
シ
ス
テ
ム
」
の
ひ
と
つ
と
も
い
え
、

こ
の
役
割
の
重
要
性
を
改
め
て
認
識
す
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。
最
低
賃
金
決
定
も
、
組

織
労
働
者
の
賃
金
決
定
と
最
低
賃
金
制

と
の
連
動
を
一
層
強
め
、「
均
等
・
均
衡

処
遇
の
実
現
」
を
め
ざ
す
こ
と
で
、
賃
金

の
公
正
性
を
確
保
す
る
た
め
の
新
た
な
展

開
を
は
か
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
そ
の
た

め
に
は
、
公
正
競
争
ケ
ー
ス
に
よ
る
申
出

の
場
合
も
含
め
、
労
働
協
約
（
企
業
内
最

低
賃
金
や
初
任
給
、
そ
の
他
、
職
種
や
職

務
ベ
ー
ス
で
の
個
別
賃
金
な
ど
）
に
準
拠

し
た
「
協
約
型
最
低
賃
金
決
定
」
へ
の
取

り
組
み
を
基
軸
に
し
て
い
く
こ
と
が
大
切

で
あ
る
。
な
お
、
こ
う
し
た
取
り
組
み
に

お
い
て
は
、
今
後
、
そ
れ
ぞ
れ
の
産
業
別

組
織
の
実
態
を
踏
ま
え
つ
つ
、
よ
り
基
幹

的
労
働
者
に
相
応
し
い
最
低
賃
金
水
準

を
決
定
す
る
た
め
の
賃
金
決
定
や
協
約

締
結
の
あ
り
方
に
つ
い
て
も
、
改
革
的
視

点
で
の
検
討
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

と
こ
ろ
で
、
今
日
の
特
定
（
産
業
別
）

最
低
賃
金
創
設
の
ベ
ー
ス
と
な
っ
た
1

9
8
6
年
答
申
時
に
中
央
最
低
賃
金
審

議
会
の
会
長
で
あ
っ
た
故
金
子
美
雄
氏
は

「
一
般
最
賃
と
産
業
別
最
賃
」
と
題
す
る

論
文
を
「
季
刊
労
働
法
」（
1
9
8
5
年

冬
季
号
）
に
発
表
し
て
い
る
。
こ
の
論
文

の
中
で
新
産
業
別
最
低
賃
金
の
役
割
に
つ

い
て
先
を
見
据
え
た
示
唆
を
し
て
お
り
、

こ
の
内
容
は
、
特
定
（
産
業
別
）
最
低
賃

金
の
意
義
と
あ
り
方
を
考
え
る
う
え
で
原

点
と
も
い
え
る
重
要
な
提
起
と
し
て
改
め

て
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
故
金
子

美
雄
氏
は
こ
の
論
文
の
中
で
、「
わ
が
国

で
は
、
賃
金
決
定
は
原
則
と
し
て
企
業
別

に
行
わ
れ
、
横
断
的
な
賃
金
協
約
は
ご
く

少
数
で
あ
る
。
こ
れ
を
埋
め
る
何
ら
か
の

賃
金
決
定
機
構
が
必
要
」と
し
た
う
え
で
、

「
新
産
業
別
最
低
賃
金
の
基
本
構
想
は
、

労
働
協
約
の
拡
張
と
団
体
交
渉
の
補
充

的
賃
金
決
定
機
関
の
設
定
で
あ
る
。・・・・

そ
の
最
低
賃
金
額
は
適
用
労
働
者
に
対

し
、
現
実
の
賃
金
決
定
の
基
準
と
な
る
も

の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」、そ
し
て
「
新

産
業
別
最
低
賃
金
へ
の
転
換
の
考
え
方
の

基
本
は
、・
・
・
・
・
労
使
の
自
主
的
な

行
動
に
よ
っ
て
日
本
の
賃
金
構
造
の
近
代

化
を
実
現
す
る
賃
金
決
定
機
関
の
出
現

を
希
望
す
る
か
ら
で
あ
る
」
と
提
起
し
て

い
る
。

　

近
年
、
雇
用
形
態
の
多
様
化
が
ま
す

ま
す
進
展
し
、
こ
う
し
た
中
で
、
パ
ー
ト

タ
イ
マ
ー
・
有
期
契
約
社
員
・
派
遣
労
働

者
な
ど
の
い
わ
ゆ
る
非
正
規
労
働
者
が
増

加
の
一
途
を
辿
り
、
今
日
で
は
4
割
近
く

が
い
わ
ゆ
る
非
正
規
労
働
者
と
な
っ
て
い

る
。
こ
う
し
た
中
で
、
雇
用
形
態
の
違
い

に
よ
る
賃
金
・
所
得
格
差
の
拡
大
も
顕
著

に
な
っ
て
き
て
い
る
。
雇
用
に
関
す
る
セ

ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
確
立
と
併
せ
、
賃
金

の
公
正
性
の
確
保
が
強
く
求
め
ら
れ
て
お

り
、
こ
う
し
た
状
況
か
ら
も
特
定
（
産
業

別
）
最
低
賃
金
の
果
た
す
役
割
が
ま
す
ま

す
重
視
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。


